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当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

① 銘柄の選定にあたっては、企業の成長性に
着目し、かつ株価水準が割安と判断される
銘柄を中心に行い、信託財産の中長期的な
成長をめざした運用を基本とします。 

② 株式等の組入比率については原則として
フル・インベストメントで積極的な運用を
基本とします。 

③ 実際に企業を訪問し、徹底した調査・分析
に基づき個別銘柄を選別する｢ボトム・
アップ・アプローチ｣による運用を基本と
します。 

④ 株式以外の資産への投資は、原則として信
託財産総額の50％以下とします。ただし、
市況動向に急激な変化が生じたとき、なら
びに残存元本が運用に支障をきたす水準
となったとき等やむをえない事情が発生
した場合には上記のような運用ができな
い場合があります。 

主要投資対象 わが国の小型株を主要投資対象とします。 

当ファンドの 
運 用 方 法 

① 株式への投資には、制限を設けません。 
② 外貨建資産への投資は、信託財産の純資産
総額の30％以下とします。 

分 配 方 針 

年１回の決算時(原則として、毎年９月10日)
に、原則として、以下の方針に基づき分配を
行います。委託会社が基準価額の水準、市況
動向、残存信託期間等を勘案して、分配金額
を決定します。ただし、基準価額の水準等に
よっては分配を行わない場合もあります。ま
た、将来の分配金の支払いおよびその金額に
ついて保証するものではありません。 

 

 

 

 
アバディーン・スタンダード
日本小型株ファンド 

 
 
 
 

運用報告書(全体版) 
第21期 

決算日：2020年９月10日
 
 
 
 

受益者のみなさまへ 
平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げ
ます。 
さて、｢アバディーン・スタンダード日本小型株
ファンド｣は、2020年９月10日に第21期の決算
を行いましたので、期中の運用状況をご報告申し
上げます。 
今後とも引続きお引立て賜りますようお願い
申し上げます。
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● 運用経過 
 
当期中の基準価額等の推移について 

フ ァ ン ド 
当ファンドは第21期の決算を迎え、基準価額は前期末の10,207円から当期末には10,999円、
値上がり額は792円、当期の騰落率は7.8％の上昇となりました。 

参 考 指 数 
適した指標が存在していないためベンチマークは設けていませんが、参考指数としている
ジャスダック指数の騰落率は11.0％の上昇となり、当ファンドの騰落率はこれを3.2％下回
りました。 

 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は設けていませんが、参考指数として
『ジャスダック指数』を記載しています。参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数であり、期首の値をファンドの
基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 

第 21 期 首 10,207円 

第 21 期 末 10,999円(既払分配金(税引前)０円)

騰  落  率 7.8％(分配金(税引前)再投資ベース)

 

基準価額の主な変動要因 

上 昇 要 因 
旺盛な海外での需要に応える技術力ある銘柄への投資や、コロナ禍による自粛で売り上げを
伸ばした銘柄などが基準価額の上昇要因になりました。 

下 落 要 因 
｢ボトムアップ・アプローチ｣による銘柄選定を行いましたが、米中貿易摩擦の激化等や休業
要請による自粛で売上げが激減した銘柄等により下落しました。 
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最近５期の運用実績 

決   算   期 基 準 価 額 
ジャスダック指数
(参考指数)

株式組入 
比  率 

株式先物 
比  率 

純資産
総 額

税込み
分配金

期 中
騰落率

期 中
騰落率

 円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

17期(2016年９月12日) 7,696 0 △ 4.4 111.27 4.6 99.2 － 5,555

18期(2017年９月11日) 9,659 0 25.5 153.17 37.7 99.6 － 5,430

19期(2018年９月10日) 10,521 0 8.9 161.60 5.5 99.3 － 4,257

20期(2019年９月10日) 10,207 0 △ 3.0 150.04 △ 7.2 98.2 － 3,748

21期(2020年９月10日) 10,999 0 7.8 166.57 11.0 99.4 － 3,206

(注１) 株式先物比率は買建比率－売建比率。 
(注２) 純資産の単位未満は切捨て。騰落率及び各比率は小数第２位以下で四捨五入。 
(注３) 当該ファンドではベンチマークを設定しておりません。参考指数としてジャスダック指数を記載しておりますが、当ファンドにおいては

参考指数を目指して運用するものではありません。 

 

 

当期中の基準価額と市況の推移 

年   月   日 基 準 価 額 
ジャスダック指数

(参考指数) 

株式組入 
比  率 

株式先物 
比  率 騰落率 騰落率

(期   首) 円 ％ ％ ％ ％

2019年９月10日 10,207 － 150.04 － 98.2 －

９月末 10,567 3.5 153.82 2.5 99.3 －

10月末 11,228 10.0 159.67 6.4 99.5 －

11月末 11,511 12.8 167.74 11.8 99.8 －

12月末 11,565 13.3 174.09 16.0 100.3 －

2020年１月末 11,032 8.1 169.10 12.7 99.4 －

２月末 9,649 △ 5.5 144.95 △ 3.4 99.3 －

３月末 9,254 △ 9.3 133.43 △11.1 98.2 －

４月末 9,776 △ 4.2 145.36 △ 3.1 98.5 －

５月末 10,772 5.5 160.80 7.2 99.3 －

６月末 10,609 3.9 162.86 8.5 99.8 －

７月末 10,127 △ 0.8 159.03 6.0 99.8 －

８月末 10,958 7.4 166.60 11.0 100.1 －

(期   末)   

2020年９月10日 10,999 7.8 166.57 11.0 99.4 －

(注１) 騰落率は期首比。 
(注２) 株式先物比率は買建比率－売建比率。 
(注３) 騰落率及び各比率は小数第２位以下で四捨五入。 
(注４) 当該ファンドではベンチマークを設定しておりません。参考指数としてジャスダック指数を記載しておりますが、当ファンドにおいては

参考指数を目指して運用するものではありません。   
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最近５年間の基準価額等の推移について 

 

(注１) ベンチマーク(ファンドの運用を行うにあたって運用成果の評価基準又は目標基準とする指標)は設けていませんが、参考指数として
『ジャスダック指数』を記載しています。参考指数は投資対象資産の市場動向を説明する代表的な指数であり、2015年９月10日の値を
ファンドの基準価額と同一になるように指数化しています。 

(注２) 分配金再投資基準価額は、収益分配金(税引前)を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー
マンスを示すものです。 

(注３) 分配金を再投資するかどうかについてはファンドおよび販売会社の取り決め、もしくはお客様がご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、上記の推移がお客様の損益の状況を示すものではありません。 

 

最近５年間の年間騰落率 

決 算 日 2015年９月10日 2016年９月12日 2017年９月11日 2018年９月10日 2019年９月10日 2020年９月10日

分配落ち基準価額 (円) 8,050 7,696 9,659 10,521 10,207 10,999

期間分配金合計(税引前)(円) － 0 0 0 0 0

分配金再投資基準価額騰落率 － △ 4.4％ 25.5％ 8.9％ △ 3.0％ 7.8％

参 考 指 数 騰 落 率 － 4.6％ 37.7％ 5.5％ △ 7.2％ 11.0％

純 資 産 総 額(百万円) 6,267 5,555 5,430 4,257 3,748 3,206

 

投資環境について 

2019年９月の国内株式相場は、米中貿易協議が再開されるとのニュースが伝わると投資家のリスク選好姿勢が
強まり、円安が進行すると共に景気敏感株や金融株を中心にバリュー株が上昇しました。10月も引き続き大きく
伸び、11月にかけても米中貿易協議の第１段階合意がなされ、12月には英国総選挙の与党圧勝を受け欧州連合(ＥＵ）
離脱問題の進展期待が高まったことを好感して、世界的に投資家のリスク選好姿勢が強まり上昇しました。2020年
に入り、１月は月末にかけては中国で感染が広がっている新型肺炎への警戒感が高まったことから反落となりま
した。２月は新型肺炎の世界的感染拡大から経済の先行き悪化懸念が強まったこと、日本の実質GDPが予想以上の
マイナスを示したことから月末にかけて大幅に下落し、東証株価指数(ＴＯＰＩＸ)は▲10.3％、日経平均株価は
▲8.9％となりました。3月以降も引き続き大幅な市場ボラティリティーを伴って暴落しています。 

2020年３月からは、世界的な新型コロナウイルスの感染拡大に歯止めがかからず、リスク回避姿勢が一段と強
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まり大幅に下落しましたが、４月には日銀が27日の政策決定会合で追加金融緩和策を発表したことも好感され反
発となりました。５月は2020年１－３月期実質ＧＤＰは前期比▲0.9％と発表され２四半期連続のマイナス成長と
なりましたが、緊急事態宣言を全国で解除したこと、世界の主要国での経済活動制限の緩和姿勢が強まったこと
から早期景気回復期待が強まり引き続き上昇しました。６月は日本国内でも第２波の警戒感が高まったことから、
株式市場は方向感の定まらない相場展開となりました。７月も国内での新型コロナウイルスの感染拡大や米中関
係の悪化懸念が強まり弱含みとなりました。８月は反転上昇し、米国の追加経済対策期待を背景とした米株高や、
新型コロナウイルスのワクチン早期実現の報道などを好感しました。 
 
ポートフォリオについて 

当ファンドでは、不確実性の高い投資環境の中、ボトムアップ・アプローチによる銘柄選択においては、事業
環境の変化に柔軟に対応することで事業成長し企業ファンダメンタルの更なる向上が期待できる企業にフォーカ
スして、ポートフォリオの構築及びポートフォリオとしての｢クオリティ｣の向上に努めました。組み入れ銘柄と
しては幅広い業種から銘柄選択を行い、各々の領域における、市場の規模・成長性や、競合対比の商品・サービ
ス・技術等の優位性の高さ、並びに先進的な経営姿勢等に着目した投資判断を行いました。一方で、事業環境の
不透明感が高まった銘柄や、ガバナンス上の懸念が生じた企業については全売却致しました。 

具体的には下記のような銘柄が挙げられます。 
2019年９月は(医療品開発業務受託機関)事業での一部治験中止や遅延が確認され、中長期的な成長余地に対す

る不透明性が高まった銘柄を全売却しました。一方で、独自の事業モデルや業界でのポジショニングにより市場
成長以上の伸びが期待できるパーソナル・コンピューター銘柄、さらに渋谷を中心とする大型再開発プロジェク
トの恩恵が期待される不動産銘柄を新たに組み入れました。10月は、制御計測機器メーカーおよび通信工事会社
を新規にポートフォリオに組み入れました。両銘柄とも、競合他社と比べ強い独自性と商品及びサービス優位性
を持ち、先進的な経営姿勢を評価しており、中長期的な利益成長を期待しています。12月は、英語民間試験の活
用の拡大に伴い事業成長が期待される教育コンテンツプロバイダー、及び、構造的な拡大が続くオンライン広告
市場においてＥコマース・エコシステムの恩恵を受けると考えられるオンライン広告企業を新規に組み入れました。 

2020年１月は、新規に国内中小企業の事業成長や人手不足等の課題解決に対する需要増加の追い風を受けると
考えられる経営コンサルティング会社および半導体微細化に伴う需要拡大が期待される微粒子計測器を開発する
補聴器メーカーを組み入れました。一方で、取引に関してガバナンス上の懸念が生じたＩＴシステムインテグレー
ターを全売却しました。２月は、自動車コーティングにおいて強固な事業シェアを有し安定的な事業拡大が期待
されるカーケア用品販売会社を新規に組み入れました。３月は事業環境等の不透明感が高まった児童向け遊戯施
設運営銘柄を全売却しました。一方で新規に、国内における後継者不足に伴う中小企業のＭ＆Ａ増加の追い風を
受けると考えられる仲介企業、半導体投資の回復により利益を享受すると考えられる研磨材・化学工業品メーカーを
組み入れました。４月には、クラウド化拡大の追い風を享受すると考えられるシステム/クラウド・インテグレー
ター銘柄、人手不足の恩恵を受けると考えられるエンジニアや研究開発領域に強みを有する人材派遣企業、拡大
する住宅リノベーション市場に強みを有する不動産企業、高まる業務効率化ニーズが受注拡大に繋がると考えら
れる音声認識ソリューションプロバイダを新規に組入れました。一方で、事業環境の不透明感が高まった業務用
冷蔵庫銘柄や割安感が薄れた小売り銘柄、医療用機器銘柄については全売却しました。 

５月は｢保証｣を軸に事業展開する金融関連銘柄を新規に組み入れました。業界における大手プレイヤーとして
今後の事業成長余地は大きく、また、中期経営計画で配当性向の引き上げも計画していることから、事業成長と
株主還元拡大の両面における中長期的な成長に期待しています。６月は、新規に半導体素材メーカーと化粧品銘
柄を組み入れました。半導体素材メーカーについては、半導体関連産業の構造的／中長期的な成長の恩恵を受け
ると期待しています。化粧品銘柄については、インバウンドが制約されるコロナ禍においても国内通販を中心と
する強固な顧客層を有するため、堅調な業績成長に期待しています。一方で、食品銘柄の一銘柄については、事
業環境の不透明感が高まり割安感も薄れたことから、全売却しました。７月は新規に半導体関連機器メーカー、
およびオートバイ関連用品メーカーを組み入れました。半導体関連機器メーカーについては、半導体業界の中長
期的な成長と、当社の先端分野における高い技術力に期待しています。オートバイ関連メーカーについては、製
品・ブランドへの高い評価と、中国における高い成長を期待しています。８月は物流銘柄を新規に組み入れました。
同社は顧客メーカーとの強固な関係性を有しており、その物量動向を柔軟に把握できる強みを持つことから、事
業環境変化へのリスク耐性が高いものと考えています。こうした強みを活かした中長期的な企業価値向上に期待
しています。   
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当期の組入上位10業種の推移 (対保有現物株時価総額比率) 
 2019年９月10日 2019年９月30日 2019年10月31日 2019年11月29日 2019年12月30日 

順位 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率
１ 化学 12.9％ 化学 13.1％ 化学 12.6％ 化学 12.2％ 電気機器 11.9％
２ 情報・通信業 11.8％ 機械 11.7％ 機械 11.7％ 情報・通信業 12.2％ 情報・通信業 11.8％
３ サービス業 11.6％ サービス業 11.0％ 情報・通信業 11.6％ 電気機器 11.7％ サービス業 11.7％
４ 機械 10.2％ 電気機器 10.6％ 電気機器 11.2％ サービス業 10.9％ 化学 11.6％
５ 電気機器 10.2％ 情報・通信業 10.4％ サービス業 10.4％ 機械 10.7％ 機械 10.5％
６ 不動産業 7.9％ 不動産業 8.4％ 不動産業 8.4％ 不動産業 8.6％ 不動産業 9.4％
７ 小売業 6.8％ 精密機器 6.4％ 小売業 6.0％ 小売業 6.3％ 小売業 6.5％
８ 精密機器 6.0％ 小売業 6.1％ その他製品 6.0％ その他製品 5.3％ 精密機器 5.2％
９ その他製品 6.0％ その他製品 6.0％ 精密機器 5.4％ 精密機器 5.3％ 陸運業 4.9％
10 陸運業 5.0％ 陸運業 4.9％ 陸運業 4.8％ 陸運業 5.1％ その他製品 4.6％

 
 2020年１月31日 2020年２月28日 2020年３月31日 2020年４月30日 2020年５月29日 

順位 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率
１ 電気機器 12.6％ 電気機器 14.0％ 電気機器 14.1％ 電気機器 14.3％ 情報・通信業 14.7％
２ サービス業 12.5％ サービス業 12.5％ 情報・通信業 12.6％ 情報・通信業 14.3％ 電気機器 14.2％
３ 化学 11.7％ 情報・通信業 11.9％ サービス業 12.2％ サービス業 13.2％ サービス業 13.2％
４ 機械 10.7％ 化学 11.8％ 化学 11.7％ 化学 10.9％ 化学 11.1％
５ 情報・通信業 10.5％ 不動産業 9.8％ 不動産業 8.6％ 不動産業 9.3％ 不動産業 9.2％
６ 不動産業 10.0％ 機械 8.9％ 機械 8.2％ 機械 9.2％ 機械 8.6％
７ 小売業 6.0％ 小売業 6.8％ 小売業 6.9％ 小売業 5.3％ 小売業 5.2％
８ 精密機器 5.0％ 精密機器 4.5％ 陸運業 4.5％ 陸運業 4.1％ 陸運業 4.0％
９ 陸運業 4.6％ 陸運業 4.3％ 精密機器 4.4％ 卸売業 3.8％ 卸売業 3.8％
10 その他製品 4.2％ その他製品 3.9％ 建設業 4.2％ その他製品 3.6％ 建設業 3.6％

 
 2020年６月30日 2020年７月31日 2020年８月31日 2020年９月10日 

順位 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 業 種 名 組入比率 
１ 電気機器 15.5％ 電気機器 16.8％ 電気機器 14.4％ サービス業 14.3％ 
２ 情報・通信業 14.7％ 情報・通信業 15.6％ 情報・通信業 14.1％ 電気機器 14.1％ 
３ サービス業 13.7％ サービス業 13.3％ サービス業 13.9％ 情報・通信業 13.0％ 
４ 化学 10.8％ 化学 10.1％ 化学 10.9％ 化学 10.3％ 
５ 不動産業 9.4％ 不動産業 8.9％ 不動産業 9.8％ 不動産業 9.9％ 
６ 機械 8.5％ 機械 7.6％ 機械 7.9％ 機械 8.4％ 
７ 小売業 4.6％ 小売業 5.1％ 小売業 4.5％ 小売業 4.9％ 
８ 卸売業 3.8％ 卸売業 3.8％ 卸売業 4.2％ 卸売業 4.4％ 
９ 陸運業 3.5％ 建設業 3.1％ その他製品 3.4％ その他製品 3.5％ 
10 建設業 3.1％ 精密機器 2.9％ 陸運業 3.3％ 建設業 3.2％ 

 
組入上位10銘柄 

前期末 (2019年９月10日現在) 

順位 銘   柄 
純資産 
比率 
(％) 

業 種 

１ ピジョン 4.1 その他製品 
２ エレコム 3.8 電気機器 
３ アマダホールディングス 3.8 機械 
４ ウエルシアホールディングス 3.6 小売業 
５ ティーケーピー 3.6 不動産業 
６ 沖縄セルラー電話 3.6 情報・通信業
７ アズワン 3.5 卸売業 
８ ナブテスコ 3.5 機械 
９ サカイ引越センター 3.4 陸運業 
10 朝日インテック 3.4 精密機器 

 

当期末 (2020年９月10日現在) 

順位 銘   柄 
純資産 
比率 
(％) 

業 種 

１ ナブテスコ 3.7 機械 
２ 平和不動産 3.4 不動産業 
３ アズワン 3.3 卸売業 
４ ショーボンドホールディングス 3.2 建設業 
５ アマダ 3.1 機械 
６ アズビル 3.0 電気機器 
７ 日本ペイントホールディングス 2.9 化学 
８ ミルボン 2.9 化学 
９ 沖縄セルラー電話 2.8 情報・通信業
10 エレコム 2.8 電気機器 
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参考指数との差異について 

当ファンドの騰落率は、参考指数としているジャス

ダック指数の騰落率を3.2％下回りました。当期におい

てファンドのパフォーマンスにプラスに寄与した銘柄は、

① ＮＥＣネッツエスアイ：ＮＥＣグループのシステム

インテグレーションにおける中核会社であり、一般

企業・通信会社向けにシステム構築やクラウドサー

ビスを提供。テレワークの実施・定着に伴い特需 

② 日本ペイントホールディングス：総合塗料メーカー

大手で、自動車用・建築用など各種塗料やファイン

ケミカルを取り扱い、中国における旺盛な需要が追

い風となり増収 

一方でマイナスに寄与した銘柄は、 

 

①ティーケーピー：貸会議室大手。コロナ禍で主力の貸し会議室が足元では苦戦しているが、企業においてサテラ

イトオフィス等の導入が模索される中で、今後の需要動向に注視していきたい 

② 東急不動産ホールディングス：東急系の総合不動産大手。渋谷を中心とする大型再開発プロジェクトの恩恵が期

待されるが、コロナ禍で小売等の非不動産賃貸事業が苦戦 

 
分配金について 

期末の基準価額の水準を勘案し、当期末に収益分配は行いませんでした。なお、収益分配に充てなかった利益は信託

財産に留保し、留保益の運用については、特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。 

 
分配原資の内訳 (単位:円･％、１万口当たり･税引前) 

項     目 
第21期 

(2019年９月11日～2020年９月10日) 
当期分配金 － 

(対基準価額比率) －％

 当期の収益 － 

 当期の収益以外 － 

翌期繰越分配対象額 2,460 
 
(注１) ｢当期の収益｣は｢経費控除後の配当等収益｣および｢経費控除後・繰越欠損補填後の売買益(含､評価益)｣から分配に充当した金額です｡また、

｢当期の収益以外｣は｢収益調整金｣および｢分配準備積立金｣から分配に充当した金額です。 
(注２) 円未満は切捨てており、｢当期の収益｣と｢当期の収益以外｣の合計が｢当期分配金｣(税引前)に合致しない場合があります。 
(注３) 当期分配金の｢対基準価額比率｣は当期分配金(税引前)の期末基準価額(分配金込み)に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 
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● 今後の運用方針について 
 

今後も引き続き、日本の小型株を主要投資対象として、実際に企業を訪問し、徹底した調査・分析に基づき、

企業の成長性に着目し且つ株価水準が割安と判断される個別銘柄を選別するボトムアップ・アプローチによるア

クティブ運用を行ってまいります。 

 
 

当報告書はアバディーン・スタンダード・インベストメンツ株式会社独自の分析に基づき作成したものです。信

頼できる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性が保証されるものではありません。当報告書で示した

見通しおよび分析結果等については、予告なく変更する場合があります。また、当報告書中の過去の収益率等は、

将来の投資成果を保証するものではありません。 
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● その他の詳細な情報 
 
１万口当たりの費用明細 

項    目 

第21期 

(2019年９月11日～2020年９月10日) 項目の概要 

金額 比率 

平 均 基 準 価 額 10,587円 － 期中の平均基準価額です。 

(a)信 託 報 酬 198円 1.870％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

(委 託 会 社) (  99) (0.935) 委託した資金の運用の対価 

(販 売 会 社) (  87) (0.822) 情報提供、各種書類の送付、口座内でのファンドの管理お
よび事務手続き等の対価 

(受 託 会 社) (  12) (0.113) 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価 

(b)売 買 委 託 手 数 料 3 0.028 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に
支払う手数料 

(株      式) (   3) (0.028)  

合    計 201 1.898  

(注１) 費用(消費税等のかかるものは消費税等を含む)は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。 
(注２) ｢比率｣欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
(注３) 項目毎に円未満は四捨五入で表示しています。 
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(参考情報) 

総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額(原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を除

く。)を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額(１口当たり)を乗じた数で除した総経費率(年率)は1.87％です。 
 
 

 
 

(注１) 費用は､１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 
(注２) 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料及び有価証券取引税を含みません。 
(注３) 各比率は、年率換算した値です。 
(注４) 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率と異なります。 

  

運用管理費用(販売会社) 

0.82％ 

運用管理費用(受託会社) 

0.11％ 

運用管理費用(投信会社)

0.94％ 

総経費率 

1.87  ％
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期中の売買及び取引の状況 (2019年９月11日から2020年９月10日まで) 
株 式 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

国 

内 
上     場 

千株 千円 千株 千円

702

(57)

1,314,334

(－)

790 

 

2,103,121

(注１) 金額は受渡し代金。 
(注２) 単位未満は切捨て。 
(注３) (  )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 
株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 

項      目 当      期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 3,417,455千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 3,328,013千円 

(c) 売 買 高 比 率 (a)／(b) 1.02 

(注１) (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
(注２) 単位未満は切捨て。 
(注３) 売買高比率は小数第３位以下で切捨て。 
 

当期中の主要な売買銘柄 (2019年９月11日から2020年９月10日まで) 
株 式 

当             期 

買     付 売     付 

銘   柄 株 数 金 額 平均単価 銘   柄 株 数 金 額 平均単価

 千株 千円 円  千株 千円 円

東急不動産ホールディングス 153.3 107,435 700 ウエルシアホールディングス 17.3 120,758 6,980

ア ズ ビ ル 32.4 97,228 3,000 ピ ジ ョ ン 25.7 112,031 4,359

Ｎ Ｅ Ｃ ネ ッ ツ エ ス ア イ 21.9 78,474 3,583 日本ペイントホールディングス 15.0 98,822 6,588

全 国 保 証 16.5 63,963 3,876 ネ ッ ト ワ ン シ ス テ ム ズ 41.0 94,240 2,298

バ リ ュ ー コ マ ー ス 28.5 63,245 2,219 サ カ イ 引 越 セ ン タ ー 17.1 94,055 5,500

ナ ブ テ ス コ 17.6 57,342 3,258 朝 日 イ ン テ ッ ク 31.2 91,533 2,933

富士紡ホールディングス 18.2 52,076 2,861 Ｓ Ｃ Ｓ Ｋ 15.1 81,044 5,367

Ｍ Ｃ Ｊ 72.0 51,755 718 ナ ブ テ ス コ 23.9 78,066 3,266

リ オ ン 13.9 41,114 2,957 キ ヤ ノ ン 電 子 40.0 72,969 1,824

ア マ ダ 35.5 39,601 1,115 ア ズ ワ ン 7.4 72,330 9,774

(注１) 金額は受渡し代金。 
(注２) 金額の単位未満は切捨て。 

 

利害関係人との取引状況等 (2019年９月11日から2020年９月10日まで) 
期中における利害関係人との取引はありません。 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。   
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組入資産の明細 (2020年９月10日現在) 
国内株式 

銘   柄 
期首(前期末) 当 期 末 
株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円
建設業 (3.2％)   

ショーボンドホールディングス 32 20.1 103,113
食料品 (0.0％)   

カルビー 7 － －
繊維製品 (2.0％)   

富士紡ホールディングス － 18.2 64,701
化学 (10.3％)   

日本ペイントホールディングス 24 10.1 93,324
関西ペイント 46 26.1 67,729
エスケー化研 0.800 0.100 3,810
マンダム 28 7.1 12,971
ミルボン 25 16.3 92,095
ハーバー研究所 － 3.8 15,960
新日本製薬 10 17.9 43,013

医薬品 (1.2％)   
栄研化学 15 20 39,820

金属製品 (1.1％)   
三益半導体工業 － 16.4 36,654

機械 (8.4％)   
アマダ 120 97.1 99,042
ナブテスコ 40 33.7 118,961
フクシマガリレイ 5 － －
大和冷機工業 83 53.1 48,480

電気機器 (14.1％)   
ＭＣＪ － 64 56,192
サンケン電気 28.7 21.9 53,501
エレコム 34 18.3 89,487
リオン － 13.9 31,789
アズビル － 28.1 95,821
図研 12.6 20.9 53,441
日本電子 － 4.3 13,072
市光工業 82 98.1 46,793
キヤノン電子 46 6 8,790

輸送用機器 (1.2％)   
武蔵精密工業 75.8 35.3 39,571

精密機器 (2.8％)   
マニー 19.6 － －
タムロン 20 13.2 22,242
朝日インテック 52 21.3 65,923

その他製品 (3.5％)   
ＳＨＯＥＩ － 11.3 36,103
パイロットコーポレーション 18 8.3 25,937
ピジョン 36 10.3 49,749

陸運業 (2.8％)   
サカイ引越センター 21 3.9 19,266
丸全昭和運輸 － 5.1 16,473
セイノーホールディングス 42 33.2 52,456

倉庫・運輸関連業 (0.8％)   
内外トランスライン 24 22.4 25,132

 

銘   柄 
期首(前期末) 当 期 末 
株 数 株 数 評価額 

 千株 千株 千円
情報・通信業 (13.0％)   

ＮＥＣネッツエスアイ － 36 68,076
アドバンスト・メディア － 20.9 18,015
ＥｄｕＬａｂ － 5.7 40,641
Sansan 6 7.9 45,899
ＳＢテクノロジー － 10.4 32,344
ネットワンシステムズ 41 － －
沖縄セルラー電話 37.5 22.4 89,712
ＳＣＳＫ 20 8.2 45,592
富士ソフト 12 9.8 45,864
福井コンピュータホールディングス 2.5 10.7 29,596

卸売業 (4.4％)   
アズワン 15 7.6 107,008
中央自動車工業 － 14.5 33,379

小売業 (4.9％)   
サンエー 9 5.3 22,975
セリア 12 － －
ウエルシアホールディングス 25 15.7 66,489
スクロール － 20.4 18,727
アインホールディングス 7 7.1 47,783

その他金融業 (2.1％)   
全国保証 － 16.5 66,330

不動産業 (9.9％)   
東急不動産ホールディングス － 141.8 68,631
ティーケーピー 26 8.1 20,808
平和不動産 30.8 38.2 109,213
ダイビル 75 61.1 69,654
カチタス － 17.2 47,626

サービス業 (14.3％)   
日本Ｍ＆Ａセンター － 8.5 43,265
平安レイサービス 44 19.8 16,156
バリューコマース － 22.1 71,493
ＥＰＳホールディングス 10 － －
イオンファンタジー 17 － －
リゾートトラスト 50 45.3 74,020
ビー・エム・エル 26 23.1 67,290
ユー・エス・エス 59 42 76,776
テクノプロ・ホールディングス － 5.7 34,998
ソウルドアウト 3.1 － －
船井総研ホールディングス － 14.8 33,684
イオンディライト 13.8 11.7 34,585

合 計
株 数 ・ 金 額 1489 1458 3,188,054

銘 柄 数 < 比 率 > 49 63 <99.4％>

(注１) 銘柄欄の(  )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
(注２) 評価額の単位未満は切捨て。 
(注３) 評価額欄の<  >内は、純資産総額に対する評価額(単位未満切

捨て)の比率。 
(注４) －印は組入れなし。 
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投資信託財産の構成 (2020年９月10日現在) 

項       目 
当     期     末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％

株 式 3,188,054 98.2

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 58,043 1.8

投 資 信 託 財 産 総 額 3,246,097 100.0

(注) 評価額の単位未満は切捨て。 

 

資産、負債、元本および基準価額の状況 

(2020年９月10日現在) 

項     目 当 期 末 

(A) 資 産 3,246,097,246円

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 53,440,249 

 株     券(評価額) 3,188,054,500 

 未 収 入 金 2,038,149 

 未 収 配 当 金 2,564,348 

(B) 負 債 39,591,078 

 未 払 金 7,753,297 

 未 払 解 約 金 3,199,724 

 未 払 信 託 報 酬 28,637,918 

 未 払 利 息 139 

(C) 純 資 産 総 額 (Ａ－Ｂ) 3,206,506,168 

 元 本 2,915,318,632 

 次 期 繰 越 損 益 金 291,187,536 

(D) 受 益 権 総 口 数 2,915,318,632口

 １万口当たり基準価額 (Ｃ／Ｄ) 10,999円

<注記事項> (当運用報告書作成時点では監査未了です。) 
(注１) 期首元本額 3,672,139,851円 

期中追加設定元本額 61,647,637円 
期中一部解約元本額 818,468,856円 
１口当たりの純資産額 1.0999円 

(注２) 当期末における未払信託報酬(消費税等相当額を含む)の簡便
法による内訳は、「１万口当たりの費用明細｣をご覧ください。 

損益の状況 

当期 (2019年９月11日から2020年９月10日まで) 

項     目 当   期 

(A)配 当 等 収 益 56,608,499円

受 取 配 当 金 56,629,731 

受 取 利 息 △             16 

そ の 他 収 益 金 1,640 

支 払 利 息 △         22,856 

(B)有 価 証 券 売 買 損 益 233,345,008 

売 買 益 631,669,212 

売 買 損 △    398,324,204 

(C)信 託 報 酬 等 △     62,705,468 

(D)当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 227,248,039 

(E)前 期 繰 越 損 益 金 381,334,362 

(F)追 加 信 託 差 損 益 金 △    317,394,865 

( 配 当 等 相 当 額 ) (      108,724,901)

( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△    426,119,766)

(G)  計   (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 291,187,536 

(H)収 益 分 配 金 0 

次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 291,187,536 

追 加 信 託 差 損 益 金 △    317,394,865 

( 配 当 等 相 当 額 ) (      108,724,901)

( 売 買 損 益 相 当 額 ) (△    426,119,766)

分 配 準 備 積 立 金 608,582,401 

(注１) 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は､期末の評価換えによ
るものを含みます。 

(注２) 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税
等相当額を含めて表示しています。 

(注３) 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追
加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額
分をいいます。 

(注４) 当期における信託報酬(消費税等相当額を含む)の簡便法によ
る内訳は、「１万口当たりの費用明細｣をご覧ください。 

(注５) 分配金の計算過程 
計算期間末における費用控除後の配当等収益(44,368,392円)、
費用控除後に繰越欠損金を補填した有価証券売買等損益
(94,236,832 円 )、信託約款に規定される収益調整金
(108,724,901円)及び分配準備積立金(469,977,177円)より分
配対象収益は717,307,302円(１万口当たり2,460円)であります
が、分配を行っておりません。  


